







2012 年 12 月に発足した第二次安倍晋三政権（2014 年 12 月から第三次政権）が「女性
が輝く社会」を標榜し、女性政策に力を入れているらしいことは、広く知られているであ











山 2014a; 2014b; 竹信 2013a; 皆川 2014a）。 
ただ筆者は、安倍政権の「女性活用」策は、偽装ではなく本気であると思う。安倍政権
は、経済成長のために女性の労働力化を実際に目指しており、「ふり」をしているだけでは









政策的には極めてリベラルだ」（『日本経済新聞』2014 年 7 月 20 日付）、と。安倍を「リベ
ラル」と呼ぶのは無理にも程があるし、そもそも政権自身そんな自覚はなく、むしろ保守






























再興戦略」の工程表では、「2020 年に 25～44 歳の女性就業率 73％、第 1 子出産前後の女
性の継続就業率 55％、男性の育児休業取得率 13％」といった数値目標もすっかり同じであ
る。だが、民主党政権当時「マスメディアはほとんど取り上げなかった」（皆川 2014a: 4）。 













































どの形で地方自治体に降りはじめた 2000 年頃から勢いづき、2002 年 4 月の国会での山谷
えり子（当時は民主党、のち自民党）の質問をきっかけに、性教育や教育現場における「ジ
                                                  
3 例えば、2013 年 5 月から日本経済新聞が毎週土曜に「女性」欄を設けたのも、安倍政権







どの文言を盛り込もうとする動きも起こる。2002 年 6 月には、山谷を中心に民主党 78 議
員が、「行き過ぎたジェンダーフリー教育や性教育から子どもたちを守る」として、「健全












考えるシンポジウム』抄録」『週刊金曜日』第 567 号、2005 年、21、23 ページ）。そのた

































閣委員会、2006 年 2 月 24 日）や、第一次政権発足直後の「男女共同参画基本計画を一層
推進してまいります」（第 165 回国会、参議院本会議、2006 年 10 月）など、かつては肯定
的に用いることもあったが、第二次政権発足後では、「男女共同参画を進める決意について
お尋ねがありました」（第 183 回国会、参議院本会議、2013 年 2 月 1 日）、「復興庁にも男
女共同参画班を置きまして」（第 183 回国会、衆議院予算委員会、2013 年 3 月 13 日）、「地
方創生担当大臣が少子化担当大臣や男女共同参画大臣も兼ねるべきとのお尋ねがありまし
た。…少子化や男女共同参画については、地方創生と密接にかかわるものの…」（第 187 回




す」（第 187 回国会、衆議院本会議、2014 年 9 月 30 日）、「政治における女性の参画拡大は、
男女共同参画社会の実現にとって重要な課題であります」（第 187 回国会、参議院本会議、

















































                                                  
4 「人手不足をどうしますか」と問われて、自民党の塩崎恭久政調会長代理は、「日本人の
生産性を上げるのが最優先だ。…これまで活躍できていなかった女性、高齢者、若者の機








不可欠である」、と（1 ページ）。また、加藤勝信 1 億総活躍・女性活躍担当相も、きわめて
率直である。曰く、「確かに、男性だけでやっていると楽なんですよ。…私が働いていた頃
はまさに男性社会、そういう時代だった。だけど、人口減でそれではもう立ち行かない。
変わらざるを得ない」（『ＡＥＲＡ』2016 年 2 月 22 日号、57 ページ）、と。そして、こう
した方向性を支持するデータが、この間、繰り返し、政府やその諮問機関等から提示され
ている。 
2014 年 2 月に厚生労働省雇用政策研究会がまとめた報告書によれば、2030 年の就業者
数は経済成長が伴わない最悪シナリオだと、2012 年の 6270 万人から 821 万人減って 5449
万人となるが、経済が成長して、働く高齢者や女性を増やす政策が奏功すれば、減り幅を
大きく圧縮でき、6103 万人となる見込みだという（雇用政策研究会「雇用政策研究会報告
書 仕事と通じた一人ひとりの成長と、社会全体の成長の好循環」2014 年、35～36 ページ）。 






























































































ってたいへんプラスだ」（『日本経済新聞』2014 年 12 月 3 日付）、と。 
2015 年 9 月に示された「新三本の矢」にも、似たところがある。「希望を生みだす強い
経済（ＧＤＰ600 兆円）」「夢を紡ぐ子育て支援策（希望出生率 1.8）」「安心につながる社会
保障（介護離職ゼロ）」からなる新 3 本の矢は、いずれも目標であるから矢ではなく的だと



















転した格好である（『日本経済新聞』2015 年 8 月 2 日付、10 月 18 日付）。 




を大きく下回り、朝日新聞の 7 月の世論調査では、女性は支持が 35％で不支持が 37％と。
初めて不支持が上回った」からである（『朝日新聞』2014 年 9 月 4 日付）。それが、5 人入
閣後には、女性の内閣支持率は 36％から 44％に上昇した（秋山 2014）。直後の民主党の執
行部人事で女性が入らなかったこともあり、安倍は「女性活躍」を印象づけることに成功
したと見られる。衆院選を前にした 2014 年 11 月の調査で、第二次安倍政権の政策で評価
するものを複数回答で聞いたところ、1 位が「女性の活躍促進」（21％）だったのは（『日本




価しない」が 40％であったが、実は男性は 46％が「評価する」で「評価しない」が 38％





















人権意識を疑う声があり、イメージ低下を防ぐ狙いもある」（『日本経済新聞』2013 年 9 月
27 日付）、「従軍慰安婦をめぐる安倍政権の姿勢に海外から懸念の声も上がるなか、女性の
権利を重視する姿勢を打ち出すことで各国の懸念を打ち消す狙いがある」（『朝日新聞』2013
年 9 月 27 付、夕刊）などと見られている。 
また、2015 年 4 月におけるアメリカ上下両院議会演説（米国連邦議会上下両院合同会議













記述がある程度である（安倍 2006: 175; 2013: 177）。 
安倍が政権に復帰することになる 2012 年の衆議院議員選挙で、自民党のマニフェストに
おける女性への言及は 1 カ所、「成長戦略」の項の「女性力の発揮」という小項目に、社会

























に仕事と子育てを容易に両立できる社会」とあるのみであり（第 183 回国会、2013 年 1 月
28 日）、翌月の施政方針演説には、「女性が輝く日本」という項目が登場するが、分量はわ





































































あった（第 186 回国会、2014 年 1 月 24 日）。 



























5 人の女性を入閣させた直後の、2014 年 9 月の所信表明演説でも、「保育サービスに携わ
る『子育て支援員』という新しい制度を設け、家庭に専念してきた皆さんも、その経験を
活かすことができる社会づくりを進めます」としたほか、上場企業では女性役員数につい

































これはもともと、安倍自身が 2013 年 4 月の「成長戦略スピーチ」で使った表現で、同年
6 月の「日本再興戦略」には、「子どもが 3 歳にまるまでは、希望する男女が育児休業や短
時間勤務を選択しやすいよう、職場環境の整備を働きかける」という表現で入った。これ
については、3 年間も休んでいたら「浦島太郎」で職場復帰などできないという批判が起こ
                                                  
5 中央省庁の課長・室長級以上に占める女性の割合は 2015 年 7 月 1 日現在 3.5％で、「第
3 次男女共同参画基本計画」で定めた「2015 年度末に 5％程度」に届いておらず、また国
の地方機関の課長や中央省庁の課長補佐級以上の女性の割合は 6.2％で、こちらも目標の
















信 2013b: 181; 瀬地山 2014a）、「子どもは女性が家庭で育てることが本来の姿だというメ
ッセージがマスメディアを通じて大々的に広がる」ことへの懸念も語られた（竹信 2013a: 
21）。3 歳まで家庭で育てさせることで、待機児童を減らすことや、保育費用を安く上げる
ことを目指したのではとの指摘も少なくない（渥美・小室・海老原 2013; 竹信 2013a: 21; 
2013b: 181; 上野 2014: 7）。当然、企業の負担が増える上（『日本経済新聞』2013 年 4 月
19 日付）、中小零細企業では厳しいという指摘もなされた（『nikkei BP net』2013 年 6 月
13 日付）。 
閣僚からも、「本質をわかっていない」との声が上がり（『朝日新聞』2014 年 1 月 9 日付）、
野田聖子自民党総務会長も、「3 年間抱っこし放題」は甘いと思う、と指摘した（『朝日新聞』






2014 年、2015 年の改訂版からは姿を消している。 













と解説された（『朝日新聞』2015 年 12 月 16 日付）。一億総活躍国民会議の文書では、三世
代の同居や近居の環境整備は、「特に緊急対応」の項目となった（「一億総活躍社会の実現
に向けて緊急に実施すべき対策―成長と分配の好循環の形成に向けて―」2015 年、8 ペー


























のである（『日本経済新聞』2010 年 12 月 17 日付、12 月 31 日付）。 










に中立的な税、社会保障制度を検討すべきだ」とされ（『日本経済新聞』2013 年 8 月 6 日
付）、産業競争力会議は 2014 年 1 月、同年 6 月にまとめる予定の新成長戦略に向けた検討
方針を決めたが、同方針では、労働力人口の増加につながる施策を検討、働く女性を増や






（『朝日新聞』2014 年 3 月 15 日付）。また同月、経済財政諮問会議の民間委員から、103
万円の壁、130 万円の壁をもたらす制度の見直しが提起されると報じられたが、これは、こ
のまま出生率が回復しなければ、2060 年の国内の労働力人口は今より 4 割減って約 3800
万人に落ち込んでしまうという内閣府の試算に沿ったものであった。自民党の野田毅税制
調査会長も、配偶者控除に関して「女性の働き方に悪影響がでない仕組みを作るのは当然




こうした動きを背景に安倍は 2014 年 3 月、経済財政諮問会議・産業競争力会議の合同会
議において、「麻生大臣、田村大臣には、女性の就労拡大を抑制する効果をもたらしている
現在の税・社会保障制度の見直し及び働き方に中立的な制度について検討を行ってもらい




て確認しておこう。そして安倍は、2014 年 6 月の経済財政諮問会議で「女性の活躍のさら
なる促進に向け、税制、社会保障制度、配偶者手当について諮問会議で総合的に議論して




が消えている。しかし、同年 6 月に出た成長戦略や、また翌 2015 年の成長戦略のいずれに
も、配偶者控除の廃止は盛り込まれなかった。以後も、「働き方に中立的な税制、社会保障
制度、配偶者手当等について…年末までに総合的に検討する」（前掲「すべての女性が輝く












例えば、経済財政諮問会議の民間議員は 2015 年 11 月、「130 万円の壁」などが解消した場
合、7000 億円の経済効果があるとの試算を発表している（伊藤元重・榊原定征・高橋進・
新浪剛史「経済財政政策の今後の重要課題について～『600 兆円経済の実現』に向けて～」
2015 年、5 ページ）。 
ちょうど 2016 年 10 月から従業員 501 人以上の企業では、厚生年金や健康保険の加入基
準が変わり、保険料が発生する年収基準が 130 万円から 106 万円に下がるため、経営者か
らは「人手不足が一層深刻になる」との声も上がっている（『日本経済新聞』2015 年 12 月















































廃止は大きな間違いだと思う」という（櫻井 2014）。また、2014 年 5 月の自民党本部の会
合では、「家庭で頑張る女性も評価すべきだ」との声が相次いだ（『朝日新聞』2014 年 7 月
27 日付）。そして、ある自民党議員は配偶者控除廃止について、「選挙時の炊き出し、ポス
ター貼り…専業主婦が支える地元後援会に説明できない」と語る（『日本経済新聞』2015
年 6 月 1 日付）。2014 年衆院選での自民党の公約で、「働き方に中立的な税制・社会保障制
度などについて総合的に検討する」との表現にとどめたのは、自民支持の保守層には慎重






























気度を図る指標として挙げたうちの残りの 1 つである夫婦別姓は、全く性格が異なる。 
まず、政権の保守イデオロギーが夫婦別姓を許しそうにないということは確かにある。







































そも不可能だといった批判がある（熱田・千田・竹信 2014: 40 46; 瀬地山 2014a）。また、
「女性活躍」政策では、「活躍」できる人びとが中心となり、例えば女性の貧困や格差につ
いて目を向けていないことも批判されている（三浦 2014: 53; 皆川 2014a: 7; 上田 2015: 
63）。安倍政権の「女性活躍」政策から、一部のエリート女性とその他の女性との分断を読





といった議論である（皆川 2014b; 大崎 2015; 辻 2015）。 
確かに、同文書には社会政策的な側面があることは間違いない。例えば、母子家庭の貧
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